




















































2019年  ５月 ─ ─ 10 
 ６月 7 2 5 
 ７月 7 10 8 
 ８月 6 1 3 
 ９月 5 9 7 
10 月 4 8 11 
11 月 3 0 8 
12 月 9 5 4 
2020年  １月 7 8 5 
 ２月 2 4 7 
 ３月 3 1 5 
 ４月 4 1 2 
 ５月 4 7 5 
 ６月 4 3 4 
 
 ７月 5 2 1 
2019年 6 月︲2020年
7 月の合計 70 61 ─ 











映していると想定している。筆者が計測を開始した 2019 年 5 月は，同書がアマゾン上で販売を

























































内訳を示したのが表 2 である。研究者の総計は 93 人に達していたため，人数だけみても尾高が
当プロジェクトを統括する強い心意気を持っていたことがわかる。それでも地域数が多いため，














氏　　名 所　　属 担当分野 番号 氏　　名 所　　属 担当分野
1 ◎ 尾高 煌之助 一橋大学経済研究所 Tw・Kr・Ph・
Vt・N・T・C
48 村上 隆 北海道大学スラブ研究センター FR・T
49 永野 善子 神奈川大学外国語学部 Ph・T
2 ◎ 清川 雪彦 一橋大学経済研究所 I・C 50 長沢 栄治 東京大学東洋文化研究所 W
3 ◎ 寺西 重郎 一橋大学経済研究所 M・ID・C 51 中村 靖 横浜国立大学経済学部 R
4 ◎ 西村 可明 一橋大学経済研究所 FR 52 野島 教之 広島経済大学 Kr
5 ◎ 斎藤 修 一橋大学経済研究所 L・I・Tw 53 野沢　勝美 亜細亜大学 Ph
6 〇 浅子 和美 一橋大学経済研究所 P 54 小黒 啓一 静岡県立大学国際関係学部 ID
7 〇 深尾 京司 一橋大学経済研究所 T・C 55 岡　奈津子 アジア経済研究所総合研究部 FR
8 〇 加藤 博 一橋大学大学院経済学研究科 W・T 56 岡本 郁子 アジア経済研究所地域研究部 A
9 〇 川越 俊彦 成蹊大学経済学部 A・ID 57 岡野内　正 法政大学社会学部 W
10 〇 久保庭　眞彰 一橋大学経済研究所 R・C 58 奥田 英信 一橋大学経済学部 M・Ph
11 〇 南　亮進 東京経済大学 C 59 羅　歓鎮 日本大学国際関係学部 C
12 〇 西澤 保 一橋大学経済研究所 Th・Ml 60 劉　徳強 東京学芸大学教育学部 C
13 足立 文彦 金城学院大学現代文化学部 Th 61 佐々木　百合 高千穂商科大学商学部 Mfg・M
14 中馬 宏之 一橋大学大学院経済学研究科 Tw・Kr 62 佐藤 宏 一橋大学経済学部 C
15 出島 敬久 上智大学経済学部 P 63 佐藤 宏 八千代国際大学 I
16 江夏 由樹 一橋大学大学院経済学研究科 C 64 佐藤 正広 一橋大学経済研究所 Tw・Kr
17 絵所 秀紀 法政大学経済学部 I・M 65 新谷 正彦 西南学院大学経済学部 Th・A
18 福田 慎一 東京大学経済学部 M 66 園部 哲史 都立大学経済学部 Mfg・M
19 玄田 有史 学習院大学経済学部 P 67 末廣 昭 東京大学社会科学研究所 Th・T
20 源河 朝典 岡山大学経済学部 FR 68 杉原 薫 大阪大学経済学部 T・I
21 神門 善久 明治学院大学経済学部 M 69 栖原 学 日本大学経済学部 R
22 後藤 晃 神奈川大学経済学部 W 70 首藤 恵 中央大学経済学部 M
23 浜下 武志 東京大学東洋文化研究所 T 71 鈴村 興太郎 一橋大学経済研究所
24 平井 規之 一橋大学経済研究所 72 田畑 伸一郎 北海道大学スラブ研究センター R・T
25 細野 薫 一橋大学経済研究所 P 73 田近 栄治 一橋大学大学院経済学研究科 Vt
26 犬塚 順保 アラブ社会研究者 W 74 高田 洋子 千葉敬愛短期大学国際学部 Vt
27 石渡 茂 国際基督教大学社会科学科 ID 75 高橋 眞一 神戸大学経済学部 L・Th
28 伊藤 隆敏 一橋大学経済研究所 Mfg・M 76 高山 憲之 一橋大学経済研究所 FR
29 祝迫 得夫 筑波大学社会工学系 M 77 店田 廣文 早稲田大学人間科学部 W
30 郝　仁平 東京理科大学諏訪短期大学 C 78 谷口 晋吉 一橋大学大学院経済学研究科 I
31 関　権 C 79 寺崎 康博 東京理科大学経営学部 Tw
32 加納 啓良 東京大学東洋文化研究所 ID・T 80 杜　進 東洋大学国際地域学部 C
33 刈屋 武昭 一橋大学経済研究所 81 富沢 賢治 一橋大学経済研究所
34 菊池 眞夫 千葉大学園芸学部 Ph・A 82 都留 康 一橋大学経済研究所





36 木村 光彦 神戸大学大学院国際協力研究科 Kr・T
37 小浜 裕久 静岡県立大学国際関係学部 ID・T 84 内川 秀二 アジア経済研究所動向分析部 I
38 小島 眞 千葉商科大学商経学部 I 85 上垣 彰 西南学院大学経済学部 R・T
39 小瀬 一 龍谷大学経済学部 C・T 86 浦田 秀次郎 早稲田大学社会科学部 ID・T
40 久保 亨 信州大学人文学部 C 87 宇佐美　好文 大阪府立大学農学部 I
41 黒崎 卓 一橋大学経済研究所 A 88 薛　進軍 大分大学経済学部 C
42 牧野 文夫 東京学芸大学教育学部 C 89 山本 武利 一橋大学社会学部 S
43 丸　淳子 武蔵大学経済学部 M 90 山本 有造 京都大学人文科学研究所 C・Kr
44 松田 芳郎 一橋大学経済研究所 Kr・C 91 柳沢 悠 東京大学東洋文化研究所 I
45 宮田 敏之 天理大学国際文化学部 Th 学科 Th・T 92 安田 聖 一橋大学経済研究所 N・Kr
46 溝口 敏行 広島経済大学経済学部 Tw・Kr・C 93 随　清遠 横浜市立大学商学部 C・M






































































1 台　湾 溝口敏行 広島経済大学経済学部  ― 2008 年 12 月 『アジア長期経済統計 1 台湾』 溝口敏行
2 ヴェトナム ジャン︲パスカル・バッシーノ
オーストラリア国立大学
商経済学部 リオン大学経済学部 ―  ―  ―
3 中　国 南　亮進／牧野文夫 城西大学経済学部／東京学芸大学教育学部  ―　／法政大学経済学部 2014 年 ７月 『アジア長期経済統計 3 中国』 南　亮進／牧野文夫
4 コリア 溝口敏行／表　鶴吉 広島経済大学経済学部／ソウル国立大学経済学部
 ―　／ソウル国立大学経





5 タ　イ 末広　昭 東京大学社会科学研究所 学習院大学国際社会学部 ―  ―  ―
6 インド／パキスタン 清川雪彦 一橋大学経済研究所  ― ―  ―  ―
7 インドネシア ヴァン・デア・エング オーストラリア国立大学商経済学部 不　詳 ―  ―  ―
8 ロシア（別巻） 久保庭真彰 一橋大学経済研究所  ― 2020 年７月 『アジア長期経済統計 10 ロシア』
久保庭眞彰／雲　和
広／志田仁完
9 エジプト／トルコ 加藤　博 一橋大学経済学研究科  ― ―  ―  ―
10 フィリピン 永野善子／尾高煌之助 神奈川大学外国語学部／一橋大学経済研究所 神奈川大学外国語学部／― ―  ―  ―
11 中央アジア・極東ロシア 西村可明 一橋大学経済研究所  ― ―  ―  ―
12 日　本 深尾京司／尾高煌之助 一橋大学経済研究所／法政大学経済学部 一橋大学経済研究所／― ―  ―  ―
合計 12 冊 延 16 人（実数 14 人）
 








とりあえず同資料では，表 3からわかるように 12 巻・延 16 人著者で予定されたため，ＬＴＥ











は，原則として独立前から 20 世紀末までを網羅する年次系列。標準として，1901～2000 年（つ
まり20世紀）を網羅する。欠損値はできるかぎり補充し，補充方法を解説する。ただし，参考系
列の場合は，必ずしも全期間を網羅しなくてもよい。」（12）といった説明がなされている。この説







うち最初の発刊は 2008 年と好調であったが，その後はようやく 2014 年，2019 年に出るなど，
順調に続いているとは言い難い。ちなみにＬＴＥＳプロジェクトは 1958 年に開始され，ＬＴＥ
Ｓの最後の統計集『労働力』が 1988 年に発売されているため 30 年間かかっていた。一方，アジ
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このような書きかたでは，さもアジアＬＴＥＳを中核とした研究プロジェクトのように思えて
しまうが，実態は上記で説明したようにそうではない。例えば，上記報告書の「21 世紀ＣＯＥ



















　 　また，本事業 5 年間の総括をするために外部評価を独自に実施
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
，（中略）マクロ分野は
Jan︲Pieter Smits（オランダ・フローニンゲン大）（中略）にお願いをしたが，（中略）一橋
































































修，研究分担者は 4人，対象期間は 2014～2016 年度，支給総額は 1700 万円であった。またそれ
に先行したＬＴＥＳ改訂（具体的には，第 3 次産業所得の再推計）は，科学研究費の若手研究
（Ｂ）「戦前期第三次産業所得の再推計―『長期経済統計』改訂の試み」が基礎となり，その研究

















利用することである。これら 3 条件が，幸運にも 2010 年代に入って揃うこととなった。ただし




















































































































法にもとづき，人口指標から非 1 次産業の構成比を推計し，最後に 1990 年の国際ドルで換算す
るという方式を当分は保持すると推測される。あわせて高島本の刊行以降，高島が実施している
研究活動のうち超長期推計に関連した研究は，次のような論文があげられる。
Jean-Pascal Bassino, Stephen Broadberry, Kyoji Fukao, Bishnupriya Gupta, and Masanori 
Takashima （2019） ʻJapan and the Great Divergence, 730−1874ʼ Exploration in Economic 
History, 72, Apr.
高島正憲「奈良時代における収入格差について」『経済研究』第 71 巻第 1号，2020 年 1 月






















































3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
が生じていることを示唆している。同論文が斎藤・高島の共著




































1348 100 100 100 100 100
1384  59 210 145 144 153
1429 117  96  93  94  89
1474  47 234 176 175 183
1566 167 167  78  79  70
1593  97 151 108 109 102
（資料） 斎藤・高島「中世後期日本の実質賃金─変動と格差」『経済研究』第 71 巻第 2
号，2020 年 4 月の 137 頁の表 1（なお高島推計は，高島『経済成長の日本史』
























超長期ＧＤＰの再推計をおこなう経路（つまり③ → ④ → ⑤ → ⑥）が最も堅実な方法である






















































































































































































































































































































巻とも，「第 1 部　分析」，「第 2 部　推計」，「第 3 部　資料」の 3 部で構成されている。このう
ち第 1 部は推計値にもとづく基本的な分析結果であり，第 2 部は各数値の推計方法の解説，第 3
部は推計値の内訳に加えてプロセス・データ，関連する基礎資料としての原データが掲載されて
いる。ちなみに第 1巻の『国民所得』では，第 1部 60 頁，第 2部 157 頁，第 3部 75 頁となって
おり，推計方法について本指針が守られている。おそらく研究代表者であった大川の個性が明確
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第 82 巻第１号，2016 年５月を参照のこと。
（資料）関連資料より谷沢が作成。













































































































































































































































































































































（資料） 掲載雑誌は，（Ａ）が『商経論叢』第 53 巻第 3 号，2018 年 5 月，（Ｂ）が『商経論叢』第 53 巻第 4 号，2018 年



































































月別にみると，多くの論文が 1 年以上を経過しているにもかかわらず，閲覧数は 2019 年末よ
り大きく上昇しており，ここにきて注目度が増している。また 2019 年 3 月に谷沢本が出版さ



































統計の推計方法に関する一考察─1 人当たり実質ＧＤＰの事例─」『商経論叢』第 53 巻第 3 号，2018 年 5
月；同「超長期ＧＤＰ推計におけるデータ接続問題─高島正憲著『経済成長の日本史』の推計方法に関し
て─」『商経論叢』第 53 巻第 4 号，2018 年 8 月；同「『長期経済統計』における第 3 次産業所得の再推計
問題─攝津推計に関する論点整理─」『商経論叢』第 54 巻第 1・2 合併号，2018 年 12 月；同「書評：高
島正憲著『経済成長の日本史─古代から近世の超長期ＧＤＰ推計　730─1874』」『経営史学』第 53 巻第 4
号，2019 年 3 月；同『経済成長の誕生─超長期ＧＤＰ推計の改善方向─』白桃書房，2019 年 3 月；同
「超長期ＧＤＰ推計に関連した最近の主要研究に対する若干の論評─水鳥川和夫論文と川戸貴史論文」『商
経論叢』第 55 巻第 1・2 合併号，2019 年 12 月；同「超長期ＧＤＰ推計という難題─『経済成長の誕生』








た？」『週刊文春』2020 年 1 月 23 日号（第 144 号）の 68～69 頁。
（5）この書評とは，出口治明「「一人一冊」数量化によって日本史の新たな扉を開く力作　高島正憲著『経




部編「5 分で学ぶ！　お金の歴史」『週刊ダイヤモンド』2020 年 2 月 15 日号の 77 頁では，世界の実質Ｇ
ＤＰに占める国別割合の図が 1500 年から 1998 年までのマディソンデータ（具体的な資料名は，Angus 















（14）これらの概要は，日本学術振興会ＨＰの事後評価結果（平成 14 年度，平成 15 年度，平成 16 年度採択
拠点）の「分野名：社会科学」サイト（https://www.jsps.go.jp/j-21coe/08_jigo/kekka_i.html）より，同
プロジェクト部分の「21 世紀ＣＯＥプログラム 平成 15 年度採択拠点事業結果報告書」（様式 2）【公表
用】として入手することができる。
（15）「21 世紀ＣＯＥプログラム 事業結果報告書」（様式 2）【公表用】の一橋大学（110）─4 頁の左側の
「8. 教育実施計画」より入手した。





社，1997 年の 314～316 頁で言及しているが，その基本的な情報源は統計審議会編『統計行政の新中・長
期構想』1995 年 3 月である。
（19）吉川洋の話とは，谷沢「超長期ＧＤＰ推計という難題」の 198 頁を参照。
（20）石高法については，谷沢『経済成長の誕生』の 43～44 頁と 136 頁を参照のこと。
（21）マラニマの具体的な推計方法については，Malanima,P. （2011） ʻThe Long Decline of a Leading 









巻）」政治経済学・経済史学会編『歴史と経済』第 246 号，2020 年 1 月の 63 頁左側より入手した。ちな
みに高島正憲は，同全集のうち第 1 巻（中世）の序章の第 1 節（成長とマクロ経済），巻末付録（生産物
価所得の推定），第 2 巻（近世　16 世紀末から 19 世紀前半）の序章の第 1 節（成長とマクロ経済），巻末
付録（生産物価所得の推定）を，いずれも共著として執筆している。このため引用した部分の内容は，高
島の推計した数値にもとづいていることは間違いなかろう。
（25）マディソンによる 14 世紀分岐説については，谷沢『経済成長の誕生』の 69～79 頁で丁寧に解説して
いる。
（26）19 世紀分岐説については，ケネス・ポメランツ著・川北稔監訳『大分岐─中国，ヨーロッパ，そして
近代世界経済の形成』名古屋大学出版会，2015 年（原著は 2000 年に刊行）を参照のこと。
（27）詳しくは，高島正憲『経済成長の日本史─古代から近世の超長期ＧＤＰ推計　730─1874』名古屋大学
出版会，2017 年の 286～296 頁を参照のこと。
（28）高島『経済成長の日本史』の 294 頁。
（29）高島『経済成長の日本史』の 292 頁。
（30）筆者の代表的な指摘部分は，谷沢『経済成長の誕生』の第 2 章の 2.2 項（特に 44～47 頁）や谷沢「主
要研究に対する若干の論評」の第 3節の 3.1 項（特に 31～32 頁）があげられる。
（31）実質賃金に関する高島推計の実数データは，残念ながら高島『経済成長の日本史』には掲載されてい
ない。ただし同書の 96 頁にある図 2 － 1「非熟練労働者の実質賃金の推移，1260─1860 年」における年
次別の線の長さをモノサシで計測することにより，概算としての賃金水準を推測することができるはずで
ある。実際，このような作業をおこなってみたが，残念ながら表 4の高島推計（指数）のような動きとは
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ならなかった。もし実数データが入手できれば，高島推計と斎藤推計の乖離度も計算できたはずである。
とりあえず筆者がこのような作業もおこなったという事実を，ここで付記しておきたい。
（32）斎藤・高島「中世後期日本の実質賃金─変動と格差」『経済研究』第 71 巻第 2号，2020 年の 129 頁。
（33）水鳥川和夫は，中世における農業生産量の推計作業の関連では複数の論文を精力的に公表している
が，そのうち最も代表的な論文は水鳥川和夫「日本古代・中世の水田生産力」『社会経済史学』第 85 巻第








期日本の県内総生産と産業構造』Hi︲Stat Discussion Paper No.71，2009 年 5 月である。なお彼らはその
後，この論文をもとに攝津斉彦・Jean︲PascalBassino･ 深尾京司「明治期経済成長の再検討─産業構造，
労働生産性と地域間格差一」『経済研究』第 67 巻第 3号，2016 年 7 月を発表している。
（37）岡崎哲二による部門別貯蓄投資比率の事例については，谷沢「超長期ＧＤＰ推計という難題」の 222
～223 頁が丁寧な解説をおこなっている。
（38）詳しくは，谷沢『経済成長の誕生』の 239 頁や谷沢「超長期ＧＤＰ推計という難題」の 223 頁を参照。
（39）5％ルールについては，谷沢『経済成長の誕生』の 117 頁が詳しい。


































計せずに，深尾京司らとともに Regional Inequality and Industrial Structure in Japan:1874︲2008 という英






（59）帰属計算については，谷沢弘毅『コア・テキスト　経済統計』新世社，2006 年の第 3 章の第 2 節（48







（62）マディソンがおこなった 1500 年以前の 1人当たりＧＤＰの推計方法については，谷沢『経済成長の誕
生』の 62～63 頁が詳しい。
（63）文字情報集計法については，谷沢『経済成長の誕生』の 115 頁を参照。
（64）水鳥川「水田生産力」の 14～16 頁。なお当論文では，13 世紀以降の水田の反収が反転して上昇した
理由として気温の上昇をあげているが，一般的に歴史気候学のわが国に関する研究成果においては，13
世紀半ばから 19 世紀後半までわが国では比較的に寒冷の時期であったことが知られている。しかも同論




原書店，2009 年の 20～24 頁。
（66）非文字資料の定義については，橘川俊忠「﹁非文字資料の体系化﹂についての理論的諸問題」神奈川大










52　　商 経 論 叢　第 56 巻第 1号（2020．9）
（70）1 人当たり農業生産量の事例については，谷沢「主要研究に対する若干の論評」の 19 頁の表 1 を参照
のこと。
（71）斎藤修「前近代国民所得推計の意味と意義─アンガス・マディソン教授の仕事」政治経済研究所編
『政経研究』第 90 号，2008 年 8 月の 16 頁。
（72）中林真幸「書評：高島正憲著『経済成長の日本史─古代から近世の超長期ＧＤＰ推計　730─1874』」
『社会経済史学』第 85 巻第 1号，2019 年 5 月の 90 頁の左側。
（73）特に『武功夜話』は，多くの疑問点が提示されて偽書説も提起されているため，慎重に扱う必要があ
ろう。同書では，墨俣一夜城の話が詳細に記述されているが，フィクションの可能性が高い。
（74）築城ブームについては，福田千鶴『城割の作法─一国一城への道程』吉川弘文館，2019 年の第 4 章
（特に 51～53 頁）が詳しい。
（75）例えば甲州枡については，宝月圭吾『中世量制史の研究』吉川弘文館，1961 年などを参照のこと。
（76）このほかに，第三者が意図的に外部（つまり神奈川大学図書館ＨＰ以外）から特定論文の全文検索を
繰り返し実施することで，同論文のダウンロード数が極端に多くなる場合（3 桁の数字）も見受けられ
る。このような外部からの操作にともなう件数は排除する手段がないが，さいわい筆者の論文ではこれが
おこなわれていないようである。この事例は現在，一般的に大きな問題点として取り上げられていない
が，少なくともＪＡＩＲＯ Cloud にはいくつかの重大な問題が内在していることを付記しておきたい。
